
市職員の任免及び職員数に関する状況

１．市職員の任免の状況

（１）職員の採用・退職の状況

・職員の採用試験の状況

（令和２年９月１日採用）

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

（令和３年４月１日採用）

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

人 人 人 倍

・職員の選考審査の状況

（令和３年４月１日採用）

人 人 人 倍

・退職の状況

（令和２年度）

人 人 人

２．市職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

8.0

（注）　職員数は一般職に属する職員の数です。

2 1 2.0

保健師 12

--2

（上級）土木技術職 4 4 - -

本市では、市の人事行政の運営等の状況を市民の皆さんに公表することにより、その公正性・透明性を高めることを目的に、

「鳴門市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を平成１７年４月１日に施行し、市職員の給与・定員管理の状況、任

免や服務などの状況等について公表しています。

44 4 11.0

競争率

3（上級）土木技術職

8 1

＜参考＞会計年度任用職員の職員数（令和３年４月１日現在）　１２人（パートタイム会計年度任用職員を除いています。）

小　　計 70 69 -1
合　　　計 566 571 5

そ  の  他 43 42 -1 欠員不補充

会公
計営
部企
門業
   等

水　　　道 19 19 0
下  水  道 8 8 0

小　　計 160 160 0

部特
   別
   行
門政

教　　　育 85 85 0
消　　　防 75 75 0

土　　　木 34 35 1 欠員補充

小　　計 336 342 6

農林水産 13 14 1 業務の増加

商　　　工 13 13 0

民　　　生 70 70 0
衛　　　生 68 70 2 業務の増加

業務の増加

税　　　務 22 21 -1 派遣の終了一
般
行
政
部
門

議　　　会 7 7 0
総務企画 109 112 3

12 12 24

　　　　　　　　　　　　　　区　分
 部　門

職　　員　　数 対前年
増減数

主　な　増　減　理　由
令和２年 令和３年

定年退職 その他 合　　計

幼稚園教諭 28

区　　分 申込者数 受験者数 採用者数 競争率

18 2 9.0

開 か れ た 市 政 を 目 指 し て

人 事 行 政 の 運 営 状 況 を 公 表 し ま す

区　　分 申込者数 採用者数受験者数

（上級）一般行政事務職 90 57 10

（上級）一般行政事務職 56

区　　分 申込者数

（上級）建築技術職 2

（初級）消防職 16 10 2 5.0

社会福祉士 5 5 1 5.0

5.7

受験者数 採用者数 競争率

（上級）一般行政事務職<民間企業等経験者> 45 43 7 6.1

（上級）土木技術職　　※再募集 2 2 2 1.0
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（２）年齢別職員構成の状況 （各年４月１日現在）

２年

３年

２年

３年

（３）定員適正化の状況 （各年４月１日現在）

増減数は、普通会計と公営企業等との部門間の異動も含んでいます。

（４）再任用職員に関する状況

・再任用職員の任用状況

市職員の給与等に関する状況

１．市職員の給与に関する状況

（１）人件費の状況（普通会計決算）　　　

（２）職員給与費の状況（各年度普通会計予算）

（注）　１　職員手当には退職手当を含んでいません。

（３）ラスパイレス指数の状況

（各年４月１日現在）

計

令和２年 7 人 1 人 0 人 4 人 7 人

5 人

19 人

（注）

　再任用制度とは、長年培った能力・経験を効率的な行政運営に有効に活用するとともに、我が国が本格的な高齢社会を迎
える中、公的年金の支給開始年齢の引上げが行われていることを踏まえ、雇用と年金との連携を図るための地方公務員法
に基づく制度です。本市の再任用職員の給料月額は１６万６，６００円～２７万１，１００円、期末勤勉手当の年間支給月数は
２．３５月（令和２年度）となっています。

職名 主事 保育士 栄養士 技師 幼稚園教諭

令和３年 502 人 6 人 69 人 -1 人 571 人

増　減 職員数 増　減

令和２年 496 人 70 人 566 人

7.4% 1.1% 100.0%

区　　分
普通会計部門 公営企業等会計部門 計

職員数 増　減 職員数

構
成
比

0.7% 100.0%

0.4% 3.7% 8.2% 10.0% 14.4% 14.0% 12.6% 9.5%

13.6% 11.0% 9.7% 11.0% 8.8%

9.3% 9.6%

8.8%0.4% 4.1% 8.3% 9.2% 14.5%

54人2人 21人 47人 57人 55人 42人 6人 571人

50人 4人 566人

４７歳 ５１歳 ５５歳

82人 80人 72人

82人 77人 62人

53人

５９歳

職
員
数

2人 23人 47人 52人 55人 62人 50人

４３歳

～ ～ ～ ～ ～

２３歳 ２７歳 ３１歳 ３５歳 ３９歳

４８歳 ５２歳 ５６歳 ６０歳

以上
計

～ ～ ～ ～ ～

区　分
２０歳

未満

２０歳 ２４歳 ２８歳 ３２歳 ３６歳 ４０歳 ４４歳

17 人4 人

　職員の給与制度は国家公務員の給与制度に準じて、市の条例によって定められています。なお、ここに記載している給与
などは、すべて税や各種保険料を引く前の額です。

区分
住民基本台帳人口
（令和３年１月１日）

令和３年 6 人 0 人 2 人 5 人

区分
職員数
　　（Ａ）

給　　　与　　　費

職員手当 　　　　　　計　　　（Ｂ）

歳出額
（Ａ）

実質収支
人件費
（Ｂ）

人件費率
　（Ｂ／Ａ）

令和２年度 ５６，２３７人 ３２４億７，６０１万円 ８億５，４１６万円 ４８億２，８６９万円

令和元年度
人件費率

１７．５％

１９億１，０９７万円 ４億７，６３０万円 ７億８，２８６万円 ３１億７，０１３万円

１４．９％

１人当たり給
与費（Ｂ／Ａ）給　料 期末・勤勉手当

５９３万円

令和３年度 ５３２人 １８億８，３７３万円 ４億６，３７６万円 ７億６，１５５万円 ３１億　　９０４万円 ５８４万円

令和２年度 ５３５人

　　　　２　職員数及び給与費は当初予算に計上された数値です。

平成３１年 ９６．６

令和２年 ９７．０

（注）　 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　　３　再任用職員（短時間勤務）、フルタイム会計年度任用職員を含んでいます。
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（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況

（各年４月１日現在）

歳

歳

歳

歳

※平均給料…職員の基本給の平均、平均給与…給料月額と毎月支払われる諸手当の額を合計したものの平均

（５）一般行政職員の初任給の状況

（各年４月１日現在）

（６）一般行政職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

（各年４月１日現在）

（７）一般行政職の級別職員数の状況

（各年４月１日現在）

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

人 ％ 人 ％

（注）１　給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

　　　２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（８）一般行政職員の昇給期間短縮の状況

４１万１，２００円

経験年数３０年

３９万１，６００円

３８万３，２５０円

３９万２，３００円

令和３年

高校卒
令和２年

１５万　６００円 １５万４，９００円 １５万　６００円
令和３年

区　　　分 鳴門市 徳島県 国

大学卒
令和２年

１８万２，２００円 １８万８，７００円 １８万２，２００円

３９．９４

３３万３，３０７円

区　　　　　分 平均給料月額平均年齢

技能労務職

３８万６，６３８円

令和２年 ５４．３５

平均給与月額

一般行政職
令和２年 ４０．２６ ２９万９，０９７円 ３８万９，７２３円

令和３年 ２９万６，４４４円

４０万１，２０２円

令和３年 ５４．８３ ３３万６，４９６円 ４０万５，５９７円

２４万３，６１１円 ３４万３，５５０円 ３８万３，８００円

区　　　分 経験年数１０年 経験年数２０年 経験年数２５年

２４万６，０８３円 ３５万３，４５０円 ３８万３，７３３円
大学卒

令和２年

令和３年

高校卒
令和２年 ２１万　　２００円 ３１万２，４００円 ３１万９，６００円

令和３年 ２０万９，９００円 ３０万７，２５０円 ３３万３，４００円

（注）　対象年数に該当する職員がいない場合は、近似年数の職員の平均としています。

区分 標準的な職務内容
令和２年 令和３年

職員数 構成比 職員数 構成比

１級 定型的な業務を行う職務 53 18.7 58 19.6

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 28 9.9 32 10.8

３級
係長・主任の職務、特に高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う職務

73 25.8 76 25.7

10.8

４級
副課長・室長・所長・場長・館長・主査の職務、困難な業務を
行う係長・主任の職務

48 17.0 46 15.5

６級 課長・主幹の職務 35 12.4 36 12.2

５級

事業統括監・防災監・部長・理事・副部長・参事の職務 15 5.3 16 5.4

困難な業務を行う副課長・室長・所長・場長・館長・主査の職務 31 11.0 32

計 283 100.0 296 100.0

７級

令和２年度

職　　員　　数　　（Ａ） ２９６人

普通昇給期間（１２～２４月）を
短縮して昇給した職員数（Ｂ）

０人

比　　　　率　　（Ｂ）/（Ａ） ０％
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２．市職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

（令和２年度支給割合） （令和２年度支給割合）

　　　期末手当 　　　勤勉手当 　　　期末手当 　　　勤勉手当

月分 月分

月分 月分

計 月分 計 月分

（２）退職手当

（令和３年４月１日現在）

　（支給率） 　（支給率）

　勤続２０年 　勤続２０年

　勤続２５年 　勤続２５年

　勤続３５年 　勤続３５年

　最高限度額 　最高限度額

　その他の加算措置 　その他の加算措置

　１人当たり平均支給額

（注）　１　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

　　　　２　退職手当の１人当たり平均支給額は、会計年度任用職員を除く。なお、前年度のフルタイム会計年度任用職員の

　　　　　　平均支給額は166千円です。

　　　　３　定年前早期退職制度については、運用を行っていません。

（３）特殊勤務手当

（４）時間外勤務手当

（令和２年度）

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和２年度決算）」と同じ年度の４月１日現在の

        総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、再任用

        職員（短時間勤務）及びフルタイム会計年度任用職員を含む。

（５）その他職員手当の状況

（令和２年４月１日現在）

扶養手当

配偶者がなく、扶養親族がある場合は１人目は１０，０００円

満１６歳の年度初めから満２２歳の年度末までの間にある子は５，０００円加算

借　家　（家賃－２５，０００円）／２＋１１，０００円＝支給額（最高２８，０００円）

交通機関　　定期代金額（最高５５，０００円）

自動車等　　２キロ以上６０キロ未満　距離に応じ２，０００円～２９，８００円

　　　　　　　　６０キロ以上　３１，６００円

３．特別職の報酬等の状況

（令和２年４月１日現在）

（注）　市長・副市長の給料については市長１０％、副市長７％の減額後の額です。

１２月期 １．５５月分

議         員 ３８万９，０００円

住居手当

通勤手当

給　　　　　料　　　　　月　　　　　額　　　　　等

給

料

４７万７，０００円 　６月期 １．４月分

副   議   長 ４１万１，０００円

期

末

手

当

　（令和２年度支給割合）

鳴門市 国

６月期 1.30 0.925 月分 ６月期 1.30 0.925 月分

１２月期 1.25 0.975 月分 １２月期 1.25 0.975 月分

2.55 1.90 月分 2.55 1.90 月分

鳴門市 国

　　自己都合 応募認定・定年 　　自己都合 応募認定・定年

19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分

28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分

39.7575 月分 47.709 月分 39.7575 月分 47.709 月分

47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分 47.709 月分

　　　定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 　　　定年前早期退職特例措置（２～４５％加算）

1,087 万円 1,876 万円

（令和２年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） 　 １２万５，０７３円

職員全体に占める手当支給職員の割合 全職種 ３２．１ ％

手当の種類（手当数）    １５手当　　　　　

支給額の多い手当 　 クリーンセンター従事職員の手当

多くの職員に支給されている手当    消防職員の手当、クリーンセンター従事職員

職員１人当たり平均支給年額（２年度決算） ４１万８，８９９円

扶養手当

８０万４，６００円

議　　　　 長 報
　
酬

副   市   長 ６６万４，０２０円

区　　　分

市　 　　　長

支給実績（２年度決算） １億７，１７５万円
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職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況（標準的なもの）

（令和２年４月１日現在）

（２）休暇等の取得状況（令和２年）

（３）主な休暇制度の概要 （令和２年４月１日現在）

職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

（令和２年度）

（２）懲戒処分の状況

（令和２年度）

職員の服務の状況

０人

　職員の義務違反に対し地方公共団体の規律と公務遂行の秩序を維持する目的で、一定の義務違反に対して職員にその
道義的責任を負わせる不利益処分であり、その種類は、免職、停職、減給、戒告があります。

処分内容 処分者数

戒　告

０人

降　給 ０人

　すべての職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、職務遂行に当たっては全力で専念しなければなりませ
ん。
　職員には、命令に従う・秘密を守る義務や信用失墜行為・争議行為の禁止、営利企業等の従事・政治行為の制限などが課
せられています。

停　職 １人 金銭関係等の非行

減　給

免　職 ０人

降　任 ０人

処　分　事　由

免　職 ０人

休　職 １０人

介護休暇（無給）
職員の親族が負傷、疾病又は老齢により、２週間以上にわたり介護しなけ
ればならなくなったとき

連続する６ヶ月の期間内

　職員がその責務を十分に果たすことを期待できない場合に、公務能率の維持を目的としてなされる不利益処分であり、そ
の種類は免職、休職、降任、降給があります。

処分内容 処分者数

配偶者出産休暇 職員の配偶者が出産したとき
出産当日から３週間の期
間内に２日以内

家族看護休暇 職員の家族を看護する必要があるとき
１年（１月１日～１２月３１
日）のうち５日以内

産前休暇 一定期間以内に出産する予定である職員が申し出たとき 分べんの予定日前８週間

産後休暇 職員が出産したとき 出産日の翌日から８週間

ボランティア休暇 職員が自発的かつ無報酬で社会貢献活動を行うとき １年に５日以内

結婚休暇 職員が結婚したとき ５日以内

取 得 可 能 期 間

年次有給休暇 前年の繰越しとして20日の範囲内で繰越すことができる １年に２０日

ドナー休暇
職員が骨髄移植のための骨髄液の提供者として必要な検査、入院を行うと
き

必要期間

介護休暇取得者数 ０人

育児休業取得者数 ２２人

休暇の種類 内 容 ・ 取 得 条 件 等

３８時間４５分 ８：３０ １７：１５ ６０分 土・日曜日

年次有給休暇平均取得状況 ９．１日

１週間の
勤務時間

勤務時間の割り振り

始業 終業 休憩時間 週休日

心身の故障による（９人）・刑事事件に関し起訴されたものによる（１人）

処　分　事　由
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職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（１）職員の研修の状況

　市では地方公務員法第３９条の規定に基づき、職員の勤務能率の発揮及び増進を図るため各種の研修を実施していま

す。主な研修は次のとおりです。

　

○市主催研修 （令和２年度）

人 人

人 簿記研修（15回） 人

人 メンタルタフネス研修（2回） 人

人 障害平等研修 人

人 認知症サポーター養成講座(2回) 人

人 公務員倫理研修（3回） 人

人 普通救命講習会(4回) 人

人 人

人 人

鳴門市広報戦略プラン・パブリシティマニュアル研修（2回） 人 人

人 メンタルヘルス研修（2回） 人

特別交通安全講座（6回） 人

人

（注）　複数回開催した研修の受講者数は累計で示しています。

○県主催研修（県自治研修センター） （令和２年度）

人 税務職員研修 人

人 交渉力向上研修 人

人 自然災害のリスクマネジメント講座 人

人 政策形成基礎講座 人

人 財務事務研修 人

人 地域課題解決講座 人

人 復帰支援マネジメント研修 人

人 傾聴力・交渉力向上研修 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 監査事務研修 人

人 障がい者雇用受入体制支援講座 人

人

○派遣研修 （令和２年度）

人

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大のため、中止。

（２）人事評価制度

処務・経理事務研修 78

新規採用職員研修（9月1日採用） 5

40

14

県主催研修受講者数 174

災害時受援対応研修

派　　　遣　　　研　　　修　　　先 受講者数

自治大学校・市町村職員中央研修所での研修他 0

1

自治体法務検定 3 3

発達が気になる子と保護者支援研修 6

1

簿記入門研修 4 行政法入門講座 4

事業のスクラップ講座 1

徳島県災害マネジメント支援員講座 3 会計年度任用職員制度研修 3

住家被害認定調査員研修（第１回・第２回） 8 行政不服審査法実務対応研修 6

係長級研修 19 5

課長補佐級研修 13 1

職員研修Ⅰ 14 2

職員研修Ⅱ 15 1

新規採用職員研修（前期・後期） 26 7

法制執務講座 9 1

研修名 受講者数 研修名 受講者数

204

市主催研修受講者数 2,056

33 防災研修（5回） 351

ハラスメント対策研修（2回） 46 42

8 交通安全講座（13回） 732

特定個人情報保護研修（4回） 158 女性活躍推進研修 18

新規採用職員地域貢献力向上研修（1回） 15 89

参画型人権問題啓発推進者養成講座 9 46

人権問題啓発推進者養成講座（2回） 36 46

人事評価者研修（新任係長） 16

　人材育成、公正な処遇等を実現するための基礎資料の一つとするため、目標管理による職員の勤務成績の評定を行って
います。職員一人ひとりの職務遂行能力、仕事の成果、仕事に対する取り組みの状況等を、一定の基準と手続きに基づいて
実施しています。

人権行政研修

研修名 受講者数 研修名 受講者数

新規採用職員研修 14 接遇研修（2回） 48

8

課長級研修 7 2

メンター（新人職員指導者）養成講座 8 1
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職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）健康診断の状況（令和２年度） （２）公務災害の認定状況（令和２年度）

（３）措置要求、不服申立の状況

（令和２年度）

不利益処分に関する不服申立の状況 ０件

１件

　職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法により徳島県市町村職員共済組合（学校職員については、公立学
校共済組合）が実施しています。また、職員の福利厚生事業として（財）徳島県市町村職員互助会や鳴門市職員共済会によ
り人間ドック助成等の事業を実施しています。

７件１２２人 公務災害

人間ドック ２８２人 通勤災害

　職員は給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、適当な措置を執られるよう要求することや、懲戒その他意に反する不利
益な処分を受けたときは、公平委員会に対して不服を申し立てることができます。
　公平委員会は、地方公務員法第７条第２項の規定により設置されており、これらの要求や処分が適当であるか審査し、必
要な場合は勧告・指示することができる独立した機関です。

勤務条件に関する措置の要求の状況 ０件

区　　分 受診者数 区　　　分 認定件数

一般定期健康診断
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